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１．研究背景と目的 

（１）運動部活動の現状 

 我が国における部活動は、時代背景に応じた教育的効果を期待され、様々な変遷を経て現在に至っ

ている（今宿ら, 2019）。平成 30年に告示された高等学校学習指導要領において、部活動は「スポー

ツや文化、科学等に親しませ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等、学校教育が目指す資質・

能力の育成に資するもの」（文部科学省, 2018）と位置付けられている。中でも運動部活動について、

スポーツ庁は「生徒の多様な学びの場として、教育的意義が大きい」（スポーツ庁, 2018）と述べて

おり、これまでも多くの研究によってその教育的効果が実証されてきた（白松, 1995；上野・中込, 

1998；角谷, 2005；竹村ら, 2007；岡田, 2009）。 

 しかし、2012（平成 24）年に大阪市立桜宮高校バスケットボール部において、顧問からの体罰が

原因で当時３年生の主将部員が自宅で自殺を図り、命を絶つという凄惨な事件が起こった。部活動、

特に運動部活動においては、教育的効果として正の側面がある一方で、以前から指導者の体罰など負

の側面も指摘されていた（高田ら, 1987；安田,1999；高橋・久米田, 2008；岡田, 2009；冨江, 2009）。

この事件による部員の死が、体罰問題に関する研究・議論が進めるなど国を大きく動かし、教育関係

者の指導行動への意識を変える契機となった（長谷川, 2013；梅澤, 2014；松田, 2015；長谷川, 2016；

大峰, 2019）。事件の翌年には文部科学省から「運動部活動での指導のガイドライン」（文部科学省, 

2013）が策定され、体罰の根絶とともに、適切な指導方法やコミュニケーションの充実等により、生

徒の意欲や自主的、自発的な活動を促し、生徒が主体的に自立して取り組む力の育成が求められてい

る。さらに、2018年にはスポーツ庁から「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（ス

ポーツ庁, 2018）が策定されるなど、国を挙げて運動部活動の在り方が見直されている。 

（２）高校野球の現状と課題 

 運動部活動の 1つでありながら、国民的人気を誇るスポーツが高校野球である。しかし、2021年

5月時点で部員数が７年連続で減少している（朝日新聞デジタル, 2021）。その背景には 2000年代以

降、他のスポーツの発展に加え、高校野球指導者の暴力的指導や旧来から根強く残る指導者主導型の

指導が原因だと考えられる（広尾, 2016）。実際、2019年度には日本学生野球協会関係者が「厳重注

意などの処分も含め、本年度は 1000件に迫る勢い」（nikkansports.com, 2020）と述べ、2020年度

には体罰・暴言による処分が 20件以上挙げられるなど、高校野球では未だに暴力や暴言による指導

者の処分が後を絶たない。山崎（2020）は高校野球における体罰について、「教育者である監督によ
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って、技術的な理由から行われている事例が多く、また、人目を気にせずに体罰が行われていること」

を明らかにしている。元永（2020）は「『暴力は許されない』と理解していながら、懐に暴力を忍ば

せて指導を行う監督やコーチがいる」と述べ、未だ改善しない高校野球指導の現状を憂いている。ま

た、大峰・友添（2014）も高校野球における勝利追求の責務責任と体罰を行使しない責務責任の両立

の必要性について言及している。 

藤井ら（2019）は、指導者主導型の指導から生徒自ら考え行動する選手主導型の指導法への転換期

であると認知されながらも、なお指導者主導型の指導が展開される原因について「主体的な活動の有

用性を認めつつも、そのような活動が選手のパフォーマンスを向上させることには懐疑的である」点

と「選手の自主性を引き出すための具体的な指導法が認識されていない」点を挙げている。 

以上より、高校野球の社会に及ぼす影響力から鑑み、高校野球における選手の主体性を育むための

指導者像を検討する必要があると考えられる。 

（３）高校野球における監督コンピテンシー 

OECD DeSeCo（Rychen & Salganic, 2003）等を契機とし、世界各国でコンピテンシーに基づく

教育改革が進められている。日本においても、現行の学習指導要領（2017；2018；2019）ではコン

テンツベースからコンピテンシーベースへの転換がなされたと言われている（石井, 2015）。 

コンピテンシーとは、人間の表面に現れる「行動」だけでなく、個人の内側にある動機付けや知識・

人格等を含む包括的な概念であり（岩脇, 2007）、旧来の能力概念では説明できなかった部分を明瞭

にし、成果や業績と関連させることができる（古川, 2002）。スペンサー・スペンサー（2001）は、

コンピテンシーを「効果的あるいは卓越した業績を生む原因として関わっている個人の根源的特性」

と定義し、コンピテンシーを抽出する研究方法を明らかにしている。 

海外ではコンピテンシーを用いたスポーツ指導者研究が進んでおり（Myers et al., 2006, 2010；

Phillips and Jubenville, 2009；Malete et al., 2013）、日本国内においても僅少ではあるが、コンピ

テンシーに着目した研究が見られ始めた（冨田, 2006；長澤, 2017）。高松・山口（2015）は、暴力を

用いた指導からの脱却を目指した新たな指導スタイルの確立に向け、コンピテンシーを「チームおよ

び選手の学びやパフォーマンスに影響を及ぼす個人の行動特性」と定義し、高校野球における監督特

有のコンピテンシー構造を報告している。その結果、同構造に精神主義的、勝利至上主義的な要素は

みられず、選手との人間関係づくりや選手が主体となって行動できるよう支援する指導スタイルの

重要性が示された。 

（４）自己調整学習への期待 

 選手の主体性に関する研究に際し、本研究では「自己調整学習」に着目する。自己調整学習とは「自

らの学習プロセス（予見・遂行・自己内省）に対して、メタ認知・動機づけ・行動の面で自己調整の

機能を働かせながら積極的に進められる学習」と定義されており（Zimmerman,  1989）、主体的に

学習を行うための有用な手立てとして広く活用されてきた。また、スポーツ場面においても、自己調

整学習は選手をより優れたパフォーマンスレベルへ到達させるために有効とされ（Toering et al., 

2009；Kitsantas and Kavussanu, 2011；Dora et al., 2017）、日本においても幾留ら（2017）によ

って「スポーツ版自己調整学習尺度」が開発されるなどし、注目され始めている。 

Education2030（OECD, 2018）において、2030年に向けて子どもたちが未来を作り上げていくた

めの「変革を起こす力のあるコンピテンシー」を育成するには、見通し（Anticipation）、行動（Action）、

振り返り（Reflection）の連続した AAR の過程を通じて学習されるべきであると提言されている。
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ここで述べられている AARとは、自己調整学習と同義であると考えられる。つまり、自己調整学習

とは、VUCA（不安定、不確実、複雑、曖昧）が急速に進展する世界を生き抜く生徒たちにとって重

要な学習であり（OECD, 2018）、学校教育の一環として行われる運動部活動においても同様に育ま

れるべき資質・能力である。ところが、国内のスポーツ場面における自己調整学習に関する研究は大

学生や社会人選手を対象にした研究がほとんどであり（高城ら, 2019；相川ら, 2020；藤井ら, 2020）、

高等学校の運動部活動を対象にした研究は僅少である。その中で、藤井ら（2019）は、高校野球にお

ける自己調整学習能力とチーム及びチーム内の競技レベルとの関係を横断的に研究し、自己調整学

習能力がチーム内の競技レベルの高低を決定付ける１つの要因であることを明らかにしている。し

かし、高校野球における自己調整学習能力の変容に着目した研究は散見されない。 

（５）研究目的 

 以上のとおり、高校野球において選手の自己調整学習能力を育む指導が希求されているものの、そ

の変容や要因を追った研究は散見されない。また、選手の自己調整学習能力と監督コンピテンシー認

知との関連を明らかにした研究も存在しない。 

そこで本研究では、高校野球における選手の監督コンピテンシー認知が自己調整学習能力の変容

に及ぼす影響を明らかにすることを目的とする。 

 

２．研究方法 

（１）調査対象・調査期間 

 調査対象者は、事前に了承を得られた A県内 20校の高等学校硬式野球部員 875名とした。本研究

に係るアンケートを秋季大会前の 2020 年 8 月（以下、「チーム発足時」）と春季大会後の 2021 年 5

月（以下、「チーム成熟期」）に配布し、各校指導者の指示のもと実施した後、返信用封筒での返送を

依頼した。有効回答は 18校 730名（83.4％）であった。なお、アンケートは無記名式で行った。 

（２）調査内容 

① 選手の自己調整学習能力（表１） 

選手の自己調整学習能力を評価する指標として「スポーツ版自己調整学習尺度」（幾留ら, 2017）

を使用し、回答は全て 5 件法で行った。なお、本調査は選手の自己調整学習能力の変容を見取るた

め、チーム発足期とチーム成熟期に実施した。 

 

 

因子名（項目数） 質問例 

計画（７） 私は、自分の課題を克服するための練習をきちんと計画する 

自己効力感（７） 一生懸命取り組みさえすれば私はどんな困難な課題でも克服することができる 

セルフモニタリング（４） 私は、練習中に、自分の課題を確認しながら行う 

エフォート（６） 私は、たとえ難しい課題であってもやり続ける 

評価・内省（13） 私は、次の練習に生かすために自分の練習内容を振り返る 

など 5因子 41項目（Lie スケール 4項目含む） 

 

 

表１ 「スポーツ版自己調整学習尺度」の因子ごとの質問例 
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② 選手の監督コンピテンシー認知（表２） 

選手が監督の指導者行動や考え方をどのように認知しているのかを調査するため、高松・山口

（2016）に倣い、「高校野球における監督のコンピテンシー尺度」（高松・山口, 2015）の質問項目に

「私の監督は」と前置きを加え、選手の監督に対する評価をたずねる文に修正して実施した（例：私

の監督は、選手の気持ちを理解しようとしてくれる）。回答は全て７件法で行った。なお、本調査は

チーム成熟期のみで実施した。 

 

表２ 「高校野球における監督のコンピテンシー尺度」の因子ごとの質問例 

因子名（項目数） 質問例 

信頼関係（６） 私の監督は、選手の気持ちを理解しようとしてくれる 

観察力（４） 私の監督は、選手の性格を把握してくれる 

生活指導（３） 私の監督は、挨拶の重要性を教えてくれる 

自律性支援（４） 私の監督は、選手自身で探す部分を残してくれる 

後援関係（３） 私の監督は、保護者と良好な関係を築いている 

技術・戦術指導（４） 私の監督は、練習中のプレーに関して、具体的なアドバイスをくれる 

など６因子 24項目 

 

③ 選手のチーム運営決定権認知（表３） 

チームのあらゆる活動（目標設定、活動計画、ミーティング等）における運営決定権をそれぞれ選

手と指導者のどちらが握っていると選手が認識しているのかを調べるため、藤井ら（2019）が使用し

た「選手と指導者のどちらがチームの運営決定権を握っていると認識しているか」の調査を実施した。

回答は全て 5件法で行った。なお、本調査はチーム成熟期のみ実施した。 

 

表３ 「選手と指導者のどちらがチームの運営決定権を握っていると認識しているか」の質問例 

質問例 

チームの目標は誰が決めますか？ 

練習メニューは誰が決めますか？ 

チームへの問題提起（練習の改善案や効率化案）は誰が行いますか？ 

など 29項目 

 

（３）分析方法 

分析は IBM SPSS Statistics Base 28.0を使用し、有意水準は５％未満とした。 
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３．研究結果 

（１）自己調整学習能力の変容と選手の監督コンピテンシー認知の２要因分散分析 

 選手の監督コンピテンシー認知の得点を 3分位

法にて低・中・高群に群分けし、チーム発足時・

チーム成熟期における自己調整学習能力の変容に

ついて２要因分散分析を行った。結果は表４のと

お り 、 交 互 作 用 が 認 め ら れ た (F (2,727) 

=20.639***)。また、図１のとおり、監督コンピテ

ンシー認知高群は自己調整学習能力が有意に高く

変容しており（p <.001）、中群には有意差はなく、

低群は有意に低くなっていた（p <.001）。 

 

 

 

（２）自己調整学習能力の変容と選手の監督コンピテンシー認知各因子の２要因分散分析 

選手の監督コンピテンシー認知の６つの因子（「信頼関係」「観察力」「生活指導」「自律性支援」「後

援関係」「技術・戦術指導」）それぞれの得点を 3分位法にて低・中・高群に群分けし、チーム発足時・

チーム成熟期における自己調整学習能力の変容について２要因分散分析を行った。結果は表５のと

おり、すべての因子において交互作用が認められた。また、図２～７のとおり、すべての因子におい

て高群のみが有意に高く変容し、低群は有意に低くなっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 自己調整学習能力の変容と 

選手の監督コンピテンシー認知の２要因分散分析 

表４ 自己調整学習能力の変容と選手の監督コンピテンシー認知の２要因分散分析 
 

表５ 自己調整学習能力の変容と選手の監督コンピテンシー認知各因子の２要因分散分析 
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（３）自己調整学習能力の変容とチーム内の立場の２要因分散分析 

 チーム内の立場（レギュラー、ベンチ入りメンバー、

ベンチ外メンバー）とチーム発足時・チーム成熟期にお

ける自己調整学習能力の変容について２要因分散分析

を行った。結果は表６・図８のとおり、どの立場におい

ても有意差は見られなかった。 

 

 

  

  

 

*p<.05, **p<.01, ***p<.001                                               *p<.05, **p<.01, ***p<.001 

 

図２ 自己調整学習能力の変容と信頼関係の２要因分散分析    図３ 自己調整学習能力の変容と観察力の２要因分散分析  

図４ 自己調整学習能力の変容と生活指導の２要因分散分析   図５ 自己調整学習能力の変容と自律性支援の２要因分散分析  

*p<.05, **p<.01, ***p<.001 

図６ 自己調整学習能力の変容と後援関係の２要因分散分析  図７ 自己調整学習能力の変容と技術・戦術指導の２要因分散分析  

*p<.05, **p<.01, ***p<.001                                                *p<.05, **p<.01, ***p<.001 

 

*p<.05, **p<.01, ***p<.001                                                *p<.05, **p<.01, ***p<.001 

 

表６ 自己調整学習能力の変容とチーム内の立場の２要因分散分析 

 

 
 

図８ 自己調整学習能力の変容とチーム内の立場の 

２要因分散分析 
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（４）自己調整学習能力の変容と学年の２要因分散分析 

 学年（上級生、下級生）とチーム発足時・チーム成熟期に

おける自己調整学習能力の変容について２要因分散分析を

行った。結果は表７・図９のとおり、自己調整学習能力の変

容については学年による有意差はなかった。しかし、学年間

においてチーム発足期には５％水準だった有意差が、チー

ム成熟期には１％水準の有意差となっていた。 

なお、チーム発足時の学年が１年生を下級生、２年生を上

級生と表記した。 

 

 

 

（５）自己調整学習能力の変容とチーム運営決定権認知の２要因分散分析 

 選手のチーム運営決定権認知に関する 29 の質問項目の回

答（１：完全に指導者主導～５：完全に選手主導）の平均値

2.5 未満を「指導者主導認知群」、2.5 以上 3.5 未満を「中間

群」、3.5以上を「選手主導認知群」とし、チーム発足時・チ

ーム成熟期における自己調整学習能力の変容について２要

因分散分析を行った。結果は表８・図 10のとおり、「選手主

導認知群」「中間群」は自己調整学習能力の変容に有意な差

はなかったが、「指導者主導認知群」は有意に低くなってい

た。また、チーム発足時には３群間において自己調整学習能

力に有意差は見られなかったが、チーム成熟期には「指導者主導認知群」と「選手主導認知群」との

間に有意差が見られた。 

 

 

 

 

（６）自己調整学習能力の変容とチーム成績の２要因分散分析 

令和 2 年度における調査校の秋季及び春季大会のチーム成績別に３群分けを行った。秋季及び春

季大会のいずれかでベスト８以上に進出した高校を上位群（n=299）、ベスト 16 に進出した高校を中

位群（n=296）、それ以下を下位群（n=135）とし、自己調整学習能力の変容について２要因分散分析

を行った。結果は表９のとおり、交互作用が認められた(F (2, 727) =5.151, p <.01)。また、図 11の

とおり、上位群は自己調整学習能力が有意に高く変容し（ともに p <.05）、一方、中位群は有意に低

表７ 自己調整学習能力の変容と学年の２要因分散分析 

図９ 自己調整学習能力の変容と学年の 

２要因分散分析 

図 10 自己調整学習能力の変容と 

選手のチーム運営決定権認知の２要因

分散分析 

表８ 自己調整学習能力の変容と選手のチーム運営決定権認知の２要因分散分析 

 

*p<.05, **p<.01, ***p<.001 
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表９ 自己調整学習能力の変容とチーム成績の２要因分散分析 

 

くなっていた（p <.05）。下位群には有意差はなかった。 

なお、チームの成績と選手の監督コンピテンシー認知について１要因分散分析を行ったところ、上

位群は中位群・下位群より有意に高く（p <.001）、中位群は下位群より有意に高かった（p <.001）

（図 12）。 

 

 

 

   

 

  

 

  

 

 

 

 

  

 

４．考察 

（１）自己調整学習能力の変容と選手の監督コンピテンシー認知との関係 

研究結果３(1)のとおり、高校野球において、監督コンピテンシーを高く認知している選手は自己

調整学習能力が高まり、低く認知している選手は自己調整学習能力が低くなると考えられる。また、

研究結果３(2)のとおり、すべての因子において同様の傾向が認められた。すなわち、高校野球におい

て、監督から①よく観察してもらっている、②個に応じた技術・戦術指導をしてもらっている、③自

律することを支援してもらっている、また、④監督と信頼関係が築けている等を選手が認知している

ことが、選手の自己調整学習能力の育成に繋がることが考えられる。 

なお、研究結果３(3), (4)のとおり、チーム内の立場（レギュラー、ベンチ入りメンバー、ベンチ外

メンバー）や学年（下級生、上級生）は自己調整学習能力の変容には影響しなかった。 

高松・山口（2016）は、高校野球において、「監督が自分たちを見てくれている、自分たちが主体

となって活動することを推奨してくれる、そしてプレー面について指導してくれている」と選手が認

知することが、基本的心理欲求（「有能さ」「自律性」「関係性」）を媒介し、内発的動機づけに有意な

影響を及ぼすことを報告している。岡田（2012）は、学習者が基本的心理欲求を満たされることで自

己調整学習を進めていくための動機づけをもつようになると述べている。 

以上のことから、チーム内の立場や学年に関わらず、選手が監督コンピテンシーを高く認知するこ

とが、選手の基本的心理欲求を満たし、自己調整学習能力を進めていくための動機づけを高めたと推

察される。 

 

図 11 自己調整学習能力の変容と 

チーム成績の２要因分散分析 

図 12 選手の監督コンピテンシー認知と 

チーム成績の１要因分散分析 
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（２）自己調整学習能力の変容とチーム運営決定権認知との関係 

研究結果３(5)のとおり、チーム運営に関して「指導者主導」と認知している選手は、自己調整学習

能力が低くなる傾向にあった。デシ・フラスト（1999）は、統制的な指導の中では、自律性が育まれ

にくいことを指摘しており、戸山ら（2020）は、指導者の統制的行動が選手の基本的心理欲求の不満

を高め、無動機づけを促進させる傾向を示唆している。つまり、チームの目標設定や活動策定、問題

提起などを「指導者主導で行っている」と選手が認知している場合は、徐々に選手の自律性が奪われ、

自己調整学習能力を低めていったと考えられる。 

一方、本研究では、チーム運営を「選手主導」と認知している選手の自己調整学習能力には、有意

な変容が見られなかった。また、「中間群」との有意差も認められなかった。先行研究において藤井

ら（2019）は、「選手に運営決定権を委譲することは、選手の自己調整学習能力を高める有効な手段

の一つ」としながらも、「選手に運営決定権を委譲するという方法だけでは選手の自己調整学習能力

を高めることができない」との見解を述べている。深見・井上（2019）は、中・高生の運動部活動運

営について、「チームの目標は指導者を含む部員全員で決定することを部員は高く評価している一方

で、練習内容・方法については指導者を中心に決定することを部員は高く評価している」と報告して

いる。すなわち、「選手主導」のチーム運営は、選手の主体性を尊重した教育方法である反面、選手

自身の運営能力が問われ、大きな責任が課せられるといえる。そのため、選手の運営能力不足や指導

者の適切な支援がなされないことで、表面的な選手主導運営に陥ったり、選手が不安感を抱えながら

の活動になったりと自己調整学習能力の顕著な育成に至らない可能性が考えられる。 

以上のことから、選手の自己調整学習能力を育成するためには、①「指導者主導」と選手に認知さ

せないチーム運営を行うこと、②チームの運営決定は選手と指導者で合意形成しつつ、協働運営して

いくことが望ましいと考えられる。 

（３）自己調整学習能力の変容とチーム成績との関係 

研究結果３(6)のとおり、上位に進出するチームの自己調整学習能力は有意に高く変容していた。

自己調整学習は選手をより優れたパフォーマンスレベルへ到達させるために有効とされ（Toering et 

al., 2009；Kitsantas and Kavussanu, 2011；Dora et al., 2017）、本研究においても同様の傾向が得

られた。自己調整学習能力が中位校は有意に低くなっており、下位校には有意な変容がなかったこと

からも、上位に進出するチームは自己調整学習能力の高まりが影響している可能性が示唆される。 

なお、チーム成績が高いほど監督コンピテンシー認知も有意に高かったことから、選手が監督コン

ピテンシーを高く認知していることがチーム成績に影響している可能性が示唆された。考察４(1)で

述べたように、選手が監督コンピテンシーを高く認知しているチームは、選手の基本的心理欲求を満

たし、自己調整学習を進めていく動機づけが高まり、チーム成績にもよい影響を与えたと推察される。 

 

５．結論 

本研究の目的は、高校野球における選手の監督コンピテンシー認知が自己調整学習能力の変容に

及ぼす影響を明らかにすることであった。その結果は、以下のようにまとめることができる。 

高校野球において、 

（１）監督コンピテンシー（「信頼関係」「観察力」「生活指導」「自律性支援」「後援関係」「技術・戦術

指導」）を高く認知している選手は自己調整学習能力が高まり、低く認知している選手は自己調

整学習能力が低くなると考えられる。 
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（２）自己調整学習能力の育成には、チーム内の立場や学年に関わらず、選手が監督の行動特性を肯定

的に捉えるほうが重要だと考えられる。 

（３）チーム運営を「指導者主導」と認知している選手は自己調整学習能力が低くなると考えられる。 

（４）チーム成績には、自己調整学習能力の高まりと選手の監督コンピテンシー認知の高さが影響し

ている可能性が示唆される。 

本研究では、高校野球において自己調整学習能力を育成するためには、選手が監督コンピテンシー

（「信頼関係」「観察力」「生活指導」「自律性支援」「後援関係」「技術・戦術指導」）を高く認知する

ための指導者行動が希求されている点を明らかにした。 

課題として、選手が監督コンピテンシーを高く認知するメカニズムの解明には至っていない。その

ため、選手から高く認知される監督の特徴を量的・質的の両面から検証することで、選手との人間関

係づくりのきっかけや指導者として新たな指導観の獲得に繋がることが期待される。また、本研究で

は、質問紙調査によるデータを基に分析を行ったが、量的研究によって選手の自己調整学習能力の変

容や選手の監督コンピテンシー認知を詳細に捉えることには限界がある。今後、選手・指導者へのイ

ンタビュー調査や指導現場でのフィールドワーク等を通した質的研究によって、選手の自己調整学

習能力の変容や監督コンピテンシー認知に関する知見が広がるであろう。 
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